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1.1.1.1.はじめにはじめにはじめにはじめに    
ITS情報通信システム推進会議の下部組織 

として位置情報WGがある。この検討会にお
いて、ITSも含めて各種サービスに位置情報
を活用するための、環境を整えることにより、
位置情報の流通の促進、および位置関連サー
ビスの普及を目指すこととした。この観点か
ら位置情報のあるべき通信仕様を検討し、こ
こに以下、本仕様の概要を報告する。 
2.2.2.2.標準化の背景標準化の背景標準化の背景標準化の背景    
 位置情報を用いるサービスは、高精度の測
位機能を具備する携帯端末の普及と相まって
今後ますます利用者が増え、サービスそのも
のも多様化すると予想される。このような情
勢にあって、我が国では既に幾つかの位置情
報サービスが提供されているが、標準化はな
されていないのが現状である。位置情報サー
ビスの発展、普及のためには可能な限りの標
準化を行って、技術の共通化・共用化を実現
することが不可欠である。本仕様は民間団体
との協調も視野に入れて、位置情報技術の標
準化に向けて以下のような仕様をまとめた。 
3.3.3.3.仕様の概要仕様の概要仕様の概要仕様の概要    
 本仕様は二つの階層からなる。第一階層は
「位置情報の交換手順」[1]であり、第二階層
は「位置情報の表現形式」[2]である。ここで
は第二階層については記述しない。以下第一
階層について述べる。通信を利用した位置情
報サービスのネットワークアーキテクチャと
接続点は図1の通りである。 
 これらのサービス構成要素を機能的に分類
すると、次の4つに分けられる。 
Ⅰ.要求（位置情報サービスの要求元） 
Ⅱ.測位（測位を実行する装置／センター） 
Ⅲ.処理（位置関連情報を付加／加工するセ
ンター） 

Ⅳ.利用（その情報を利用する装置／センタ
ー） 

このⅠ～Ⅳの機能に、それらの実行を制御 

 
する2つの制御機能を加えて、位置情報サー
ビスを図2の形に抽象化し、このモデル上で
シーケンスやメッセージを規定することとし
た。この結果、非常に汎用的な規定となった。 
4.4.4.4.まとめまとめまとめまとめ    
本提案は機能要素の抽象化により非常に汎
用的なモデルとなった。今後、さらに仕様の
詳細化等を検討する予定である。 
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図 1ネットワークアーキテクチャと接続点 
 
 
 
 
 

 
図 2位置情報サービスの構成機能 

カ
ー
ナ
ビ 

端
末 

警察／消防 

測位サーバ 
位置情報 
センター 

ﾈｯﾄﾜｰｸ 1 
ﾈｯﾄﾜｰｸ 2 
ﾈｯﾄﾜｰｸ 3 

(A社) 

Internet 

端
末 

端
末 

端
末 

カ
ー
ナ
ビ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ 1 
ﾈｯﾄﾜｰｸ 2 
ﾈｯﾄﾜｰｸ 3 

(B社) 

(1) 
(2) 

(3) 

(4) 

(5)音声 
(6) 

(7) (8) 

デ
ー
タ 

コ
ン
テ
ン
ツ 

要求 

処理制御 

測位制御 ① 

処理 利用 

測位 
② 

③ ④ 
⑤ 

⑥ ⑦ 

2002年　電子情報通信学会総合大会

404

A-17-31




